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Corporate Governance

コーポレート・ガバナンス

［選任理由］

国内外の金融機関で培った豊富な経験と幅広い知見
を活かし、2020年4月の当社入社以後、財務戦略の
立案や積極的なIR活動に加え、全社的なサステナビ
リティの推進を主導しており、2024年4月からは財
務部長として当社の企業価値向上に多面的に貢献し
ています。経営の意思決定および取締役の職務執⾏
の監督に適任であると判断しています。

⼤⾨ 秀樹（取締役専務執⾏役員）　
DAIMON Hideki

1988年	 	㈱⽇本興業銀⾏(現	㈱みずほ銀⾏)入⾏	
2014年	 	みずほ信託銀⾏㈱信託総合営業第四部長	
2016年	 	同⾏執⾏役員コーポレート・
　　　　　	インスティテューショナル業務部長	
2018年	 	同⾏常務執⾏役員営業部店担当役員	
2020年	 	当社執⾏役員財務部長	
2022年	 	常務執⾏役員サステナビリティ・IR部長	

取締役常務執⾏役員
　												　サステナビリティ・IR部長
2023年	 取締役専務執⾏役員
　　　		　　サステナビリティ・IR部長
2024年	 取締役専務執⾏役員財務部長（現任）		

2024年6月26⽇開催の第154回定時株主総会で選任された役員

役員紹介 

［選任理由］

化学品事業本部事業推進部長、経営企画部長を歴任
し、2008年6月以降、取締役社長として、2021年4
月からは取締役会長として、当社グループの企業価
値向上のための戦略推進に携わっています。豊富な
業務経験と実績、知見を有していることから、経営
の意思決定および取締役の職務執⾏の監督に適任
であると判断しています。

［選任理由］

長年にわたってディスプレイ材料を中⼼に機能性材
料事業に携わり、事業推進部長、事業部長および各
海外拠点長を歴任し、2022年4月からは当社グルー
プの成長の源泉である機能性材料事業・研究を全般
にわたり統括しています。経営の意思決定および取
締役の職務執⾏の監督に適任であると判断していま
す。	

［選任理由］

長年にわたって⽣産技術部⾨に携わり、⼩野⽥⼯場
次長、袖ケ浦⼯場長、⽣産技術部長を歴任し、当社
グループ製品の⽣産体制強化および安定供給の実現
に貢献しており、2021年4月からは取締役社長とし
て当社グループの企業価値向上のための戦略推進に
携わっています。豊富な業務経験と実績、知見を有
していることから、経営の意思決定および取締役の
職務執⾏の監督に適任であると判断しています。

［選任理由］

長年にわたって農薬開発および事業開発を中⼼に農
業化学品事業に携わり、企画開発部長、事業部長を
歴任し、2022年4月からは農業化学品事業のみなら
ず当社のライフサイエンス事業・研究を全般にわた
り統括していました。2024年4月からはヘルスケア
事業・研究を統括するとともに、事業開発担当とし
て、当社の戦略立案に携わっています。豊富な業務
経験と実績、知見を有していることから、経営の意
思決定および取締役の職務執⾏の監督に適任であ
ると判断しています。	

⽯川 元明（取締役専務執⾏役員）　
ISHIKAWA Motoaki

1986年	 当社入社	
2009年	 電⼦材料事業部ディスプレイ材料部長	
2012年	 電⼦材料研究所ディスプレイ材料研究部長	
2015年	 機能性材料事業部事業推進部長	
2016年	 	執⾏役員機能性材料事業部副事業部長兼	
																　同事業推進部長	
2020年	 常務執⾏役員機能性材料事業部長	
2022年	 専務執⾏役員機能性材料事業部長
　　　　	取締役専務執⾏役員機能性材料事業部長
　　　　	（現任）	

⼋⽊ 晋介（代表取締役 取締役社⻑）
YAGI Shinsuke

1985年	 当社入社	
2013年	 ⼩野⽥⼯場次長	
2016年	 執⾏役員袖ケ浦⼯場長	
2018年	 常務執⾏役員⽣産技術部長	
2020年	 	専務執⾏役員⽣産技術部長		

取締役専務執⾏役員⽣産技術部長	
2021年	 代表取締役	取締役社長（現任）	

［選任理由］

化学業界における豊富な営業・企画の経験を経て当
社に入社した後、化学品事業のみならず経営企画、
CSR・広報、内部監査など経営管理部⾨においても
主要な戦略立案に携わり、2022年4月からは経営企
画部長として、全社の業務遂⾏状況の把握とグルー
プ全体の⽬標達成に注⼒しています。経営の意思決
定および取締役の職務執⾏の監督に適任であると判
断しています。	

松岡 健（取締役常務執⾏役員）　
MATSUOKA Takeshi

1996年	 当社入社	
2017年	 経営企画部	CSR・広報室長	
2019年	 執⾏役員内部監査部長	
2021年	 執⾏役員化学品事業部長	
2022年	 常務執⾏役員経営企画部長	
																取締役常務執⾏役員経営企画部長（現任）	

本⽥ 卓（取締役副社⻑）
HONDA Takashi

1981年	 当社入社	
2012年	 農業化学品事業部企画開発部長	
2014年	 	執⾏役員農業化学品事業部			

　副事業部長兼同企画開発部長	
2017年	 		常務執⾏役員農業化学品事業部長		

取締役常務執⾏役員農業化学品事業部長	
2021年	 取締役専務執⾏役員農業化学品事業部長	
2022年	 取締役副社長（現任）	

取締役会 	12回出席／12回

取締役会 	12回出席／12回
指名・報酬諮問委員会 	8回出席／8回

取締役会 	12回出席／12回

取締役会 	12回出席／12回 取締役会 	12回出席／12回

⽊下 ⼩次郎（代表取締役 取締役会⻑）
KINOSHITA Kojiro

1977年	 当社入社	
2002年	 取締役経営企画部長	
2006年	 常務取締役経営企画部長	
2008年	 代表取締役	取締役社長	
2021年	 代表取締役	取締役会長（現任）	

取締役会 	12回出席／12回
指名・報酬諮問委員会 	8回出席／8回
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［選任理由］

機能性高分⼦の合成と特性評価を中⼼とした研究に長
年にわたって携わり、現在は上智大学理⼯学部物質⽣
命理⼯学科の教授を務めています。⼯学博士としての
専⾨性に加えて、豊富な経験と幅広い見識を外部の視
点から客観的な立場で当社の経営に反映していただい
ており、社外取締役としての職務を適切に遂⾏してい
ただけるものと判断しています。また、指名・報酬諮問
委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員
報酬等の決定に対し独立した立場から関与いただいて
います。

［選任理由］

公認会計士として数多くの上場企業の監査業務に長年
にわたって携わっています。企業会計における高度な
専⾨性に加えて、豊富な経験と幅広い見識を外部の視
点から客観的・中立的な立場で当社の監査に反映して
いただくことで職務を適切に遂⾏していただけると判
断しています。

［選任理由］

株式会社⽇立ハイテクの取締役会長を務めた後、現在
も同社の名誉相談役を務めています。多様な事業をグ
ローバルに展開する企業グループの経営経験者として、
豊富な経験と幅広い見識を外部の視点から客観的な立
場で当社の経営に反映していただいており、社外取締
役としての職務を適切に遂⾏していただけるものと判
断しています。また、指名・報酬諮問委員会の委員とし
て、当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対
し独立した立場から関与いただいています。	

［選任理由］

長年にわたる金融機関での業務により培われた豊富な
経験と財務の専⾨知識を含む幅広い知見を有しており、
外部の視点から客観的・中立的な立場で当社の監査に
反映していただくことで職務を適切に遂⾏していただ
けると判断しています。

［選任理由］

ナノテクノロジーを応用した医用⽣体⼯学・⽣体材料
⼯学分野の研究に長年にわたって携わり、現在は公益
財団法人川崎市産業振興財団ナノ医療イノベーション
センターのセンター長を務めています。⼯学博士とし
ての専⾨性に加えて、豊富な経験と幅広い見識を外部
の視点から客観的な立場で当社の経営に反映していた
だいており、社外取締役としての職務を適切に遂⾏し
ていただけるものと判断しています。また、指名・報酬
諮問委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や
役員報酬等の決定に対し独立した立場から関与いただ
いています。	

［選任理由］

長年にわたって医薬品を中⼼とした研究開発に携わり、
医薬研究部長、医薬品事業部長、内部監査部長を歴任
し、当社グループの事業に深く精通しています。豊富
な業務経験と専⾨的知見を有していることから、取締
役の職務執⾏の適正性確保を担う監査役として適任で
あると判断しています。	

［選任理由］

検事として長年にわたり東京地⽅検察庁・東京高等検
察庁において勤務し、法曹界での豊富な実務経験を有
しています。法曹としての専⾨性に加えて、豊富な経
験と幅広い見識を外部の視点から客観的な立場で当社
の経営に反映していただいており、社外取締役として
の職務を適切に遂⾏していただけるものと判断してい
ます。また、指名・報酬諮問委員会の委員として、当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し独立し
た立場から関与いただいています。	

［選任理由］

弁護士としての豊富な経験と専⾨知識を当社の監査に
反映していただいており、これまで社外役員として複数
の会社経営に関与された経験があることから、職務を
適切に遂⾏していただけるものと判断しています。

竹岡 裕子（取締役）　
TAKEOKA Yuko

2001年	 	上智大学理⼯学部化学科助手
2002年	 	独立⾏政法人科学技術振興機構さきがけ研究者
2006年	 	上智大学理⼯学部化学科講師
2010年	 	同大学理⼯学部物質⽣命理⼯学科准教授
2018年	 	同大学理⼯学部物質⽣命理⼯学科教授（現任）
2023年	 	同大学研究推進センター長（現任）
　　　　	当社社外取締役	(現任）

高濱 滋（監査役）   社外
TAKAHAMA Shigeru

1986年　青山監査法人(中央青山監査法人)入所
1990年　公認会計士登録
2006年　あらた監査法人(現PwC	Japan有限責任監査法人)
　　　　		　代表社員(現	パートナー)
2010年　同監査法人大阪事務所長
2013年　⽇本公認会計士協会近畿会会長

　同協会副会長
2019年　同協会倫理委員会委員長
2024年　当社社外監査役（現任）	
　　　　		高濱公認会計士事務所開設（現在に至る）

⼤林 秀仁（取締役）　 社外
OBAYASHI Hidehito

1969年	 ㈱⽇立製作所入社	
2001年	 	㈱⽇立ハイテクノロジーズ	

　（現	㈱⽇立ハイテク）取締役	
2003年	 同社執⾏役常務	
2006年	 同社代表執⾏役執⾏役専務	
2007年	 同社取締役兼代表執⾏役執⾏役社長	
2011年	 同社取締役会長	
2013年	 同社相談役	
2015年	 同社名誉相談役（現任）	
2019年	 当社社外取締役（現任）	

竹本 秀⼀（常勤監査役）  社外
TAKEMOTO Shuichi

1982年	 ㈱富士銀⾏（現	㈱みずほ銀⾏）入⾏	
2002年	 ㈱みずほ銀⾏	IT・システム統括部次長	
2004年	 	みずほ情報総研㈱	

　（現	みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱）	人事部長	
2008年	 	㈱みずほ銀⾏福岡⽀店長	
2009年	 	みずほ信託銀⾏㈱	IT・システム統括部長	
2010年	 	同⾏執⾏役員	IT・システム統括部長	
2011年	 	同⾏常務執⾏役員	
2013年	 	同兼㈱みずほフィナンシャルグループ常務執⾏役員	
2014年	 	㈱みずほプライベートウェルスマネジメント		

　取締役副社長	
2017年	 	みずほ信託銀⾏㈱理事		

当社社外常勤監査役（現任）	

⽚岡 ⼀則（取締役）　 社外
KATAOKA Kazunori

1979年	 東京⼥⼦医科大学医用⼯学研究施設助手	
1988年	 同大学医用⼯学研究施設助教授	
1994年	 東京理科大学基礎⼯学部教授	
1998年	 東京大学大学院⼯学系研究科教授	
2004年	 同大学大学院医学系研究科教授	
2015年	 	公益財団法人川崎市産業振興財団		

　ナノ医療イノベーションセンターセンター長（現任）
2016年	 東京大学特任教授	
	 東京大学名誉教授（現任）	
	 	公益財団法人川崎市産業振興財団副理事長（現任）	
2020年	 当社社外取締役（現任）	
	 ナノキャリア㈱（現	NANO	MRNA㈱）
　　　　　社外取締役	（現任）

⽣頼 ⼀彦（常勤監査役）　
OHRAI Kazuhiko

1987年	 当社入社	
2007年	 物質科学研究所医薬研究部長	
2016年	 執⾏役員医薬品事業部長	
2021年	 執⾏役員内部監査部長	
2022年	 	常勤監査役（現任）	

中川 深雪（取締役）　 社外
NAKAGAWA Miyuki

1990年	 東京地⽅検察庁検事	
2008年	 法務省大⾂官房司法法制部参事官	
2011年	 内閣官房副長官補室内閣参事官	
2013年	 東京高等検察庁検事	
	 さいたま地⽅検察庁総務部長	
2015年	 	中央大学法科大学院特任教授（派遣検察官）	
2019年	 	検事退官
　　　　	弁護士登録	
	 	中央大学法科大学院教授（現任）
	 	香水法律事務所開設	（現在に至る）		

⽇東⼯業㈱社外取締役（現任）	
2021年	 当社社外取締役（現任）	
	 ㈱ファンケル社外監査役（現任）
2022年	 ㈱新⽣銀⾏（現	㈱SBI新⽣銀⾏）社外監査役（現任）
　　　　アスクル㈱社外監査役（現任）

⽚⼭ 典之（監査役）　 社外
KATAYAMA Noriyuki

1990年	 	弁護士登録	長島・大野法律事務所	
　（現	長島・大野・常松法律事務所）入所	

1996年	 	⽶国ニューヨーク州弁護士登録		
東京シティ法律税務事務所入所	

2003年	 シティユーワ法律事務所入所（現任）	
2004年	 	ドイチェ・アセット・マネジメント㈱	監査役（現任）	
2014年	 	当社社外監査役（現任）	
2017年	 	平和不動産リート投資法人監督役員（現任）		
2018年	 	⽇本電解㈱社外取締役（現任）	
2019年	 	㈱リブセンス社外監査役（現任）	
2021年	 	アイダエンジニアリング㈱社外監査役（現任）
2022年	 		㈱クリエイト・レストランツ・	ホールディングス
															　社外取締役（現任）	

取締役会 	12回出席／12回	
監査役会 	12回出席／12回	

取締役会 	12回出席／12回	
監査役会 	12回出席／12回	

取締役会 	12回出席／12回	
監査役会 	12回出席／12回	

取締役会 	12回出席／12回
指名・報酬諮問委員会 	
　　　　　			8回出席／8回

取締役会 	12回出席／12回
指名・報酬諮問委員会 	
　　　　　			8回出席／8回

取締役会 	11回出席／12回
指名・報酬諮問委員会 	
　　　　　			8回出席／8回

取締役会 	10回出席／10回
指名・報酬諮問委員会 	
　　　　　			7回出席／7回

社外 新任



取締役
取締役に期待される専門性および経験

企業経営 研究開発／
技術* 財務・会計 法務／リスク管理

／内部統制 人事・人材戦略 グローバル

取締役会⻑ 木下 小次郎 ◎ ◎ ◎ ◎

取締役社⻑ 八木 晋介 ◎ ◎ ◎ ◎

取締役副社⻑ 本田 卓 ◎ ◎ ◎ ◎

取締役専務執⾏役員 石川 元明 ◎ ◎ ◎ ◎

取締役専務執⾏役員 大門 秀樹 ◎ ◎ ◎ ◎

取締役常務執⾏役員 松岡 健 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

社外取締役 大林 秀仁 ◎ ◎ ◎

社外取締役 片岡 一則 ◎ ◎ ◎

社外取締役 中川 深雪 ◎

社外取締役 竹岡 裕子 ◎

＊		2024年6月26⽇開催の第154回定時株主
　		総会で選任された人数を記載

指標 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取締役数＊1

社内 人 6 6 6 6 6

社外(独立) 人 3 (3) 4（4） 4（4） 4（4） 4（4）

総計 人 9 10 10 10 10

監査役数＊1

社内 人 1 1 1 1 1

社外(独立) 人 3 (3) 3 (3) 3 (3) 3 (3) 3 (3)

総計 人 4 4 4 4 4

独立社外取締役比率＊1 % 33 40 40 40 40

女性取締役比率＊1 % 0 10 10 20 20

業務執⾏取締役＊1 人 6 6 6 6 6

取締役の平均在任期間＊1 年 5.2 5.1 4.0 4.2 5.2

取締役会の開催回数＊2 回 11 12 12 12 -

取締役の取締役会への平均出席率＊2 ％ 96 99 98 99 -

監査役の取締役会への平均出席率＊2 ％ 100 100 100 100 -

＊1	各年度6月に開催される株主総会終了時点でのデータ　＊2	各年度4～3月のデータ

取締役会⻑（CEO）

取締役社⻑（COO）

各部門

グループ会社

経営会議

会計監査人

指名・報酬
諮問委員会

株主総会

内部監査部

（業務執⾏体制） 報告

報告

報告

答申

諮問

会計監査

監査

報告

監査

監査

連携

取締役会

10名のうち社外取締役4名
4名のうち社外監査役3名

監査役会

気候変動対策委員会

リスク・コンプライアンス委員会

品質保証委員会

サステナビリティ委員会

環境安全委員会
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日産化学の文化である「誠実さ」「透明性の高さ」に基づき、時代の変化に合わせて、ガバナンス体制を強化して
きました。女性取締役の増員、指名・報酬諮問委員会における社長・CEOの後継者計画の策定の審議等、さま
ざまな取り組みを実現しました。今後もガバナンスの強化に努めていきます。

●業務執行および監督

　当社は執⾏役員制度を導入し、経営の迅速な意思決定・

監督機能と執⾏機能を明確化することで双⽅の機能を強

化し、経営戦略の構築⼒・実現⼒の向上を図っています。

また、取締役と執⾏役員の任期を1年とすることにより、

経営責任および業務執⾏責任を明確化しています。

●取締役会

　当社の取締役会は、原則として毎月1回、経営に関する

重要事項を決議するとともに、取締役および執⾏役員の

職務執⾏を監督しています。経営に関する重要事項につ

いては、取締役会または経営会議において慎重に審議し

決定することで、事業リスクの排除・軽減に努めています。

また、取締役会の監督機能を充実すべく、経営会議におい

て決定した内容および取締役会での決議に基づく業務

執⾏の結果は、取締役会に報告されています。取締役会

全体の実効性評価を毎年⾏うことで、取締役会の役割・

責務の遂⾏について実効性の確保・改善に努めることと

しています。

●監査役会

　当社は監査役会設置会社です。監査役は過半数が独立

社外監査役で構成される監査役会で定めた監査計画に基

づき、取締役会はもとより、その他重要な会議への出席、本

社各部⾨、各箇所を定期的に訪問して意見交換を実施す

ることで取締役の職務執⾏について監査を⾏っています。

●指名・報酬諮問委員会

　取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・

客観性と説明責任を強化し、コーポレート・ガバナンスの

さらなる充実を図ることを⽬的として、取締役会の下に、

独立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬諮問委

員会を設置しています。

　

●会計監査

　八重洲監査法人を会計監査人に選任し、各期末に限ら

ず、期中においても適宜監査を受けています。

●内部監査

　当社は、当社グループ経営⽬標の効果的な達成に資す

ることを⽬的として内部監査部を設置し、内部統制システ

ムに基づく業務の適正性確保の観点から内部監査部によ

る当社グループの内部監査を実施しています。内部監査

の活動計画と結果については、取締役会長（最高経営責任

者）、取締役社長（最高執⾏責任者）および担当取締役に

報告するとともに、取締役会に報告しています。また、会

計監査人および監査役と情報を共有し、連携を⾏ってい

ます。

　当社は、取締役会が化学品・機能性材料・農業化学品・

ヘルスケア等の多様な分野の事業活動について適切かつ

機動的な意思決定と執⾏の監督を⾏うことができるよう、

取締役会全体としての知識・経験・能⼒等のバランスと、

ジェンダーや国際性、職歴等の面を含む多様性を考慮し

た人材で構成される必要があると考えています。

　これを確保するため、当社では、企業理念や経営戦略に

照らして取締役に期待される専⾨性および経験（スキル要

知識・経験・能力のバランス、多様性に関する考え方
件）を、「企業経営」、「研究開発/技術」、「財務・会計」、「法

務/リスク管理/内部統制」、「人事・人材戦略」、「グローバ

ル」と定義しました。そのうえで、これらのスキル要件を

適切に有するとともに、⼼身ともに健康で、優れた人格と

人望、高い見識と倫理観を有する当社取締役に相応しい

人材からなる取締役会を構成することとしています。

　なお、取締役に期待されるスキル要件については、経営

戦略等を踏まえて、適宜見直しを図っていきます。

●社外役員のサポート体制

　社外取締役に対しては、経営企画部が取締役会に付議

される議案等の事前説明を⾏うとともに、成長戦略やガバ

ナンスの充実等に必要な経営情報の提供を⾏っています。

また、社外監査役に対しては、監査役の要請により、その

職務を効率的かつ円滑に遂⾏できるよう補助すべき使用

人として置いている監査役付が、部⾨等ヒアリング・監査

役会等の開催調整、監査の補助および情報の収集等を⾏っ

ています。

＊「研究開発/技術」には、IT・DXおよび環境安全・品質保証に関する専⾨性や実務経験を含む
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有無およびその付与数は事業年度ごとに所定の算定⽅法

に基づいて決定されます。なお、その累計ポイント相当分

の業績連動型株式報酬は、取締役の退任時に⽀給するこ

ととしています（業績連動型株式報酬制度の⽀給額等の

計算⽅法等に関する詳細は、第154期の有価証券報告書

P53【役員の報酬等】をご参照ください）。

業績評価係数

　退任までの期間において、業績連動型株式報酬の対象

となる取締役が株主総会または取締役会において解任等

の決議をされた場合（対象となる取締役が監査役に就任

する場合の解任を除く）、在任中に一定の非違⾏為があっ

たことに起因して退任した場合、在任中に当社に損害が

及ぶような不適切⾏為等があった場合、法令・定款・社内

規則への違反が認められる場合等は、業績連動型株式報

酬を受給する権利を取得できないものとしています。

式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇に

よるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆

様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値

の増大に貢献する意識を高めることを⽬的に、2019年度

に新たに導入しています。

　なお、業績連動型株式報酬を除く個々の金銭報酬金額

については、取締役分は株主総会の決議により決定され

た総額の範囲内で、独立社外取締役を主要な構成員とす

る指名・報酬諮問委員会の審議・答申を経て取締役会の

決議により、また監査役分は監査役の協議により、それぞ

れ決定することとしています。

業績報酬の概要

　役位別に基準額を設定し、業績指標の変動に応じて年

額を決定することとしています。その業績指標は、前年度

の利益指標（親会社株主に帰属する当期純利益および

EBITDA等）とESG指標（外部機関評価および温室効果

ガス排出量削減等）とします。

　ESGへの取り組みは、当社の持続的な成長のためには

欠かすことができない重要な経営課題です。サステナブル

経営の実効性をさらに向上させるために、報酬と連動させ

ることとしています。

業績連動型株式報酬制度の概要

　親会社株主に帰属する当期純利益（対前年度増減率の

過去3年平均）、EBITDA（対前年度増減率の過去3年平

均）、ROE（当年度実績）、当社株価とTOPIXの対前年度

騰落率の比較に応じてポイントを付与し、ポイント付与の

　取締役の報酬については、経営⽅針に従い株主の皆様

の期待に応えるよう、役員が継続的かつ中長期的な業績

の向上を図り当社グループ総体の価値の増大に資するた

めの報酬体系を原則としつつ、経営環境、業績、従業員に

対する処遇との整合性等を考慮し適切な水準を定めるこ

とを基本とする、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る

決定⽅針」を定めています。

（１）策定の目的

　当社は、社長・CEOを適切なタイミングで適切な後継

者に交代することが、企業の持続的な成長と中長期的な

企業価値の向上を確保するために必要不可欠であると考

えています。これを実現するための取り組みとして「社長

･CEOの後継者計画」（以下「後継者計画」）を策定し、取

締役会で決議しています。

（２）基本的な考え方

　後継者計画では、将来の社長・CEO交代を見据えて、

後継者候補を選抜・育成し、必要な資質を備えさせ、その

中から社長・CEOとして最も相応しい人物を見極めるこ

とを基本としています。

（３）ロードマップ

　後継者計画を適切に実⾏する上で必要なプロセスをロー

ドマップとして定めています。

役員報酬

後継者計画の概要

　取締役の報酬体系は、金銭報酬（基本報酬および業績

報酬）と業績連動型株式報酬から構成されています。ただ

し、社外取締役の報酬については、金銭報酬のうち基本報

酬のみで構成し、その役割と独立性の観点から金銭報酬

のうち業績報酬および業績連動型株式報酬は含まないも

のとします。

　業績連動型株式報酬については、当社の業績および株

（４）役割と機能

　後継者計画における「社長・CEO」、「指名・報酬諮問委

員会」、「取締役会」のそれぞれが担う役割と機能は以下の

とおりです。

　1)社長･CEO

　　	後継者計画の原案を策定し、後継者計画を実⾏します。

　2)指名・報酬諮問委員会

　　	後継者計画における取締役会としての主体的な関与

と監督機能を高めるために、後継者計画の原案およ

び後継者計画の運用状況について十分な審議を⾏い、

その結果を取締役会に報告します。

　3)取締役会

　　	指名・報酬諮問委員会からの報告を受けて、後継者計

画の運用状況を確認することで主体的に関与しなが

ら、後継者計画が適切に実⾏されるよう監督します。

●役員報酬の構成＊

基本報酬  65% 業績報酬  28%

利益連動部分  ESG連動部分

【評価指標】 【評価指標】

90％ 10％

●親会社株主に帰属する
　当期純利益
●EBITDA

●第三者機関によるESG評価
●GHG排出量削減
　2027年度のGHG排出量　
　2018年度比30%以上削減

株式報酬
7%

＊ 役員報酬の構成割合は、
     業績に応じて変動

			（親会社株主に帰属する当期純利益（中長期）係数×30％）＋
			（EBITDA（中長期）係数×30％）＋（ROE係数×30％）＋
			（当社株価とTOPIXの対前年度騰落率の比較係数×10％）

方  針

取締役

＜社内取締役＞　 各事業分野、経営企画、人事、財務・会計、研究開発、⽣産技術、環境安全・品質保証等について専⾨能⼒・知見等を有
する人材。

＜社外取締役＞　 多様なステークホルダーや社会の視点から、成長戦略やガバナンスの充実等について積極的に意見を述べ、問題提起や助
言を⾏うことができる人材。

　　　　　　　		 	なお、在任期間の上限は通算で６期６年とします。但し、特段の事情がある場合は、通算で最長８期８年とすることを妨げ
ないこととします。また、上場会社の取締役または監査役を兼任する場合の兼職数の上限は、当社を含め原則として５社
までとします。

監査役

財務・会計・法務を含む専⾨分野を中⼼とした幅広い経験・見識があり、業務執⾏の監査に加え、公正・中立な立場で経営に対する意見・
助言を⾏うことができる人材。
なお、在任期間の上限は通算で２期８年とします。但し、特段の事情がある場合は、通算で３期１２年とすることを妨げないこととします。ま
た、上場会社の取締役または監査役を兼任する場合の兼職数の上限は、当社を含め原則として５社までとします。

　取締役候補者および監査役候補者の指名については、

事前に独立社外取締役に対し説明を⾏い、適切な助言を

得たうえで指名・報酬諮問委員会の審議・答申を経て取締

役員候補選任の方針と手続
役会にて決議し、株主総会に上程することとしています。

また、監査役候補者の指名については監査役会の事前の

同意を得ています。
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コーポレート・ガバナンス 社外取締役・社外監査役メッセージ
Messages from Outside Officers

　就任以来、⽇産化学プロパーの役員とは異なる視点での発言を意識して継続

しています。企業として短期課題も大事ですが、長期的観点で⽇産化学グルー

プがどのように成長路線を実現していくか、自身がこれまで培ってきた経験・

知識を共有し、助言を⾏っています。

　就任当初、当社の取締役会は財務的な報告が多く、経営議論としての全体感

としてはやや偏りがあるように感じていました。その改善を提案し、現在は決

議事項の説明・議論に時間をかけられています。また、長期経営計画や研究体

制変革などの特定経営課題については役員合宿やテーマ討論の機会を設けて

います。さらに取締役会の実効性評価は毎年実施しており、全役員の意見を集

約する仕組みが機能しています。

　私は「現場は変化の波打ち際」との考えに基づき、現場重視の経営と、安全

に対する取り組みが特に重要だと感じています。取締役会という会議室の中だ

けにとどまらず、⼯場、海外拠点などの現場視察を実際に⾏い、現場では若い

社員に対して、外部の視点からの講話なども積極的に⾏ってきました。

　また、独立取締役としての立場から、⽇産化学の中・長期成長戦略を周知す

る一翼を担っています。企業成長とともに対応すべき課題は変化しますが、社

会情勢を先取りできる事業戦略構築のために、取締役の一員として引き続き積

極的な情報発信にも尽⼒していきます。

次の成長事業の早期立ち上げに向けて、現場とともに

社外取締役		大林 秀仁
                  OBAYASHI Hidehito

取締役会の実効性評価
　当社は、当社取締役会の主要な役割・責務を、1）持続

的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けた戦略の構

築およびその実⾏の推進、2）内部統制システム等、経営

陣によるリスクテイクを⽀える環境の整備、3）経営の迅

速な意思決定・監督機能と執⾏機能の明確化による双⽅

の機能の強化、4）社外役員を選任して外部の視点から経

営の監視監督を⾏うこと等により経営の透明性、健全性、

客観性を一層高めること、と捉えて、その役割・責務を果

たしているかについて、2015年度から毎年、分析・評価

（以下、「実効性評価」）を実施しています。また、実効性評

価の中立性、客観性を確保するために、３年ごとに、当社

と利害関係のない外部機関を活用した第三者評価を実施

することとしています。2023年度の実効性評価について

は、第三者評価⽅式で実施しました。

評価方法

　評価⽅法は、すべての取締役および監査役が回答するア

ンケート形式であり、5段階評価と自由記述を組み合わせ

ることで、定量的評価と定性的評価の2つの側面から、現

状の把握と課題の抽出を図るとともに、質問票の回収お

よび集計を外部機関に委託し匿名性を確保しています。

　2023年度の第三者評価では、質問票の回答結果および

個別インタビューを踏まえて、2024年3月に意見交換会

（独立役員、会長および社長）で課題・対応策について議

論および分析・評価を⾏い、その分析・評価結果を同年5

月の取締役会で審議、確認しました。

2022年度の実効性評価で認識された課題

(1)		取締役会がその果たすべき役割・責務について議論を

深めるために、取締役会において自由討議の機会を設

ける。

(2)		指名・報酬諮問委員会での審議状況について、取締役

会との共有を深めるための⽅策を指名・報酬諮問委

員会において検討する。

2023年度実効性評価結果

　2023年度の実効性評価の結果として、当社の取締役会

は、その主要な役割・責務を果たしているという観点から

は、全体として概ね適切に運営されていること、2022年

度の実効性評価で認識された課題についても改善が進ん

でいることから、取締役会全体の実効性は十分確保され

ていると評価、確認しました。

今後の課題事項

　意見交換会での議論を踏まえ、さらに取締役会の実効

性を高めていく観点から、以下の事項を課題として認識し、

改善に取り組むことを取締役会にて確認しました。

(1)		事業毎の重要課題や中長期的な事業ポートフォリオ、

経営資源配分等について、議論を深める。

(2)		将来的な取締役会の構成やあるべき姿について議論

する。

(3)		社内取締役においては全社視点での議論参画に努め

るとともに、説明⽅法や設備面の改善等により発言・

議論しやすい環境を整える。

　今回の評価結果を踏まえ、取締役会の議論をさらに深

めるとともに、今後も実効性を高める施策を実⾏、その改

善状況を実効性評価で定期的に把握し、取締役会の実効

性のさらなる向上を図り、持続的成長と企業価値の向上

に努めていきます。　

	2023年度は8回開催し、取締役・監査役候補者や経営陣

幹部の指名、社長・CEOの後継者計画および取締役の報

酬等につき、取締役会の諮問に応じて審議し、その内容を

取締役会へ答申しました。その他の事項として、取締役会

との審議内容の共有の⽅策を審議・検討しています。

指名・報酬諮問委員会の主な活動内容（2023年度）

指名に係る
事項

・⼥性役員比率⽬標に関する検討
・後継者計画策定の原案の審議
・取締役会のスキル・マトリックスの審議　等

報酬に係る
事項

・取締役の個人別の報酬に関する審議
・報酬水準に関する検討　等

社外取締役		中川 深雪
                  NAKAGAWA Miyuki

　当社は、化学品、機能性材料、農業化学品、ヘルスケアと幅広い事業領域を

有し、人類の⽣存と発展、地球環境の保護に寄与すべく、⽇夜新たな開発研究

を⾏っています。新しい製品や研究開発が企業理念や顧客ニーズと合致してい

るか、ガバナンスが機能しているのかとは、一線を画した視点で、監督・助言を

⾏うことが役割と考えています。長年、法曹として社会における不正義と対峙

してきた経験を活かし、社会情勢の先⾏きが不透明ななかでも、企業が果たす

べき役割を長期的かつ複眼的視点で検討していきます。

　当社を取り巻く環境が⽬まぐるしく変化していることを敏感にくみ取りつつ

も、本筋を見失うことなく、当社の進むべき⽅向性について、全員で真摯に議

論し、2050年の世界情勢まで視野に入れた企業戦略について議論していく予

定です。

　取締役会で会社経営における重要な案件の審議が⾏われる際は、事前に資

料と合わせて質問を提出しておくなど、会議の場では深い議論ができるよう実

効性担保に貢献をしていきます。

　また、2023年度はコロナ禍が明けたことで、国内の⼯場視察や研究会への

出席、海外⼯場の視察などを⾏ってきました。初めての⼥性社員のリーダーシッ

ププログラムが実施され、新たな取り組みも開始されています。今後もダイバー

シティ推進に向けた取り組みに積極的に参加していきます。

一人ひとりがやりがいを感じつつ成長できる企業を目指して


